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住民基本台帳転入超過数（三大都市圏・他道県合計）
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東京圏への転入超過

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）

東京圏 （東京都神奈川県埼玉県千葉県合計）
名古屋圏（愛知県岐阜県三重県合計）
大阪圏 （大阪府兵庫県京都府奈良県合計）
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○ 東日本大震災後に東京圏への転入超過数は減少したが、2013年は震災前の水準を上回っており、
その後も東京圏への転入は拡大している。
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東京圏への地域ブロック別転入超過数（2015年）（男女別・年齢階級別）

地域ブロックの区分は下記のとおり。
北海道：北海道 ／ 東北：青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島 ／ 北関東：茨城，栃木，群馬 ／ 東京圏：埼玉，千葉，東京，神奈川
中部：新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，静岡，愛知 ／ 関西：三重，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
中国：鳥取，島根，岡山，広島，山口 ／ 四国：徳島，香川，愛媛，高知 ／ 九州・沖縄：福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄

（人） （人）

資料：住民基本台帳の人口移動のデータに基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019年度）

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年（平成２８）年度
２０１７
年度

２０１８
年度

２０１９
年度

取組の準備 戦略策定と政策深化 地方創生の本格展開

◆まち・ひと・しごと創
生法の成立

◆国の総合戦略策定

◆地方版総合戦略の
策定

◆総合戦略改訂（2015）

◆「基本方針２０１６」の策定
総合戦略の改訂（2016年末）

１．政策の基本方針

２．国と地方の取組体

制とPDCA整備

３．政策の基本目標と

政策パッケージ

●人口減少の進行、出生率低下

●東京一極集中の加速

●地方と都市の経済格差

１．地方創生の深化

（政策メニューの拡充）

２．地方支援の強化

（地方創生・３本の矢）

・情報支援

・人的支援

・財政支援

● 人口減少の歯止め

● 東京一極集中の是正

● 地方経済の活性化

①各分野の政策の推進
各分野の政策の実行・拡充を図る
１ ローカル・アベノミクスの実現
２ 地方への新しい人の流れ
３ 地域の実情に応じた働き方改革
４ まちづくり・地域連携・集落圏維持

②地域特性に応じた戦略の推進
地域特性に応じた戦略・事業の強化を図る

③多様な地方支援

情報・人材・財政面から支援する

地方創生をめぐる現状 基本目標

地方創生の今後の基本方向
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